
　　　　　　　　　　　　　ＮＰＯ連絡会：今年度前半の活動予定　　　　　　　　　　　　
· 5月27日(土)１時30分～４時30分／所：名古屋都市センター大研修室（100名）

共催：ＮＰＯ連絡会、(財)名古屋都市センター／近々に正式案内します。

内容：“自治体と市民活動･ＮＰＯの良い関係。支援と協働”／“まちづくりとＮＰＯ”などについて、「名古屋市ＮＰＯ懇話会報告書」（名古屋市がまとめたＮＰＯや市民活動への施策の提言）をもとに行政・ＮＰＯで議論しその具体化を考えます。

発言者：関戸美恵子「（特）起業支援ネット」代表）、田口則雄（名古屋市のＮＰＯ懇話会担当）、松田勝三（「クリーン堀川」副代表）、渡部勝「（特）たすけあい名古屋」代表）。コーディネーター：昇秀樹（名城大学教授、自治体学会東海代表、ＮＰＯ連絡会相談員）。コメント：武長脩行（椙山女学園大学情報文化学部長、ＮＰＯ連絡会相談員）

　　　愛知県をはじめ自治体のＮＰＯ担当の方々へ参加お願いをする予定です。ＮＰＯと行政の意見交換の場づくりです。みなさんぜひご参加下さい。

◎6月：「ＮＰＯ会計初級セミナー」（ＮＰＯ法人をめざす方への簿記など会計の基礎セミナー）

◎初夏：「ＮＰＯへの支援制度を考える基本講座」（優遇税制などを考える。２～３回程度）

　　　　講師には、今田忠氏（元笹川平和財団主席研究員、愛知学泉大学講師）を予定

◎初秋：「コンピューター初・中級セミナー」（50名程度/内容は、会員のニーズ調査の上で確定しますが、会計・計算・メールなどの実施研修を想定。椙山女学園大学の後援を予定）

●これらの企画実施にあたり、「ボランティアスタッフ」をお願いしますので、その節はよろしくお願いします。

· その他の企画予定：「市民活動における事務雑務ノウハウ交流セミナー」、「愛知県におけるＮＰＯ発展のために行政とＮＰＯの議論の場づくり（シンポジウム）」など。

　　　　　　　　　　　　　　　新会員制度設置＆会員募集　　　　　　　　　　　　　　　
· 会員制度を改編し、新規募集します。この機会にぜひご入会下さい。

· 申し込み方法は、「名前」「用紙・資料郵送先（住所）」を事務局へご連絡ください。折り返し、申込用紙・振込用紙など送付します。

■　会員種別とは：「会員か正会員か」と「団体登録か個人か」です。
①新たに「サービス利用会員」制度を設けます。

●「サービス利用会員（会員と呼ぶ）」は、会費納入し、サービスを利用するだけ。会運営の権利・義務は負いません。実体的には、要望や提案は十分出来ます。

●サービスの内容は、情報提供（ニュース、学習会案内など：月１回程度）／セミナー参加費や販売物の割引・提供／無料よろず相談など。

②「正会員」は、法律上の｢社員｣で「総会出席など会運営の権利・義務を負う」もの。

③「団体」としての登録も可能です。参加費割引などの特典は、一人分です。（現状と同じ）

4 会費は変更なし。年額３，０００円。会員も利用会員も団体会員もすべて同額。（今年度は黒字決算ですので、もう少し様子を見て値下げを検討します。）

　理由

●「会員数」が増えてきて（約150。）、ここを「社員」としての運営は不可能。

●入会してこられる方も、そういうこと（運営主体になる）を希望されていない。

●会員のみなさんは自分の活動に多忙で、「サービス利用」という「軽い関係」が実態にあっている。

· 従って。

①「利用会員」歓迎。②「正会員」を選んで頂いた方で、４月22日に総会（懇談会）を開催します。別途案内済。③活動報告/会計報告は郵送文書にて。

ＮＰＯ優遇制度問題情報

■「優遇税制」署名ありがとうございました。集約結果は全国で2263件。うち、ＮＰＯ法人724件、残る大半は任意団体。2263件以外に応援署名が約200件。

· ＮＰＯ連絡会は、東海三県を中心に約170件（愛知130、岐阜20、三重6、ほか）を集めさせて頂きました。

●以下全国結果：（　）内は、ＮＰＯ法人の署名数。

◎全国：東京331(161)／三重271(17)／大阪222(73)／愛知180(37)／神奈川100(49)／福岡91(22)／広島89(19)／静岡62(23)／北海道61(33)などが上位。（岐阜43(11)。＊三重が凄い。

●この署名結果、「多いのか、少ないのか。目標通りだったのか？」。各県のアンバランス、ＮＰＯ法人の認証数と署名数のギャップが気になる。状況認識・目標設定・取組み体制などに齟齬はなかったか。これからのために検証が必要では。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

· 三重県環境創造活動助成金（受付：３月１日～４月３０日／平成１２年度に行われる事業／個人も対象）問合せ：ＴＥＬ０５９―２４５―７５１２　

· 安田火災記念財団「社会福祉団体のＮＰＯ法人設立助成」（受付：３月17日～４月17日／平成12年度中に法人申請予定者／１件30万円）／問合せ：電０３-３３４９-３１３０　http://www.yasuda.co.jp/foundation/ （前回も掲載。）

· 地域問題研究所「研究・活動助成」（受付：４月３日～５月８日／対象期間６月～平成13年５月／都市問題・農山村問題など）問合せ：電０５２－２３２－００２２

· 富士フィルム・グリーンファンド（５月15日まで／対象：緑(地)の確保保全、自然環境の保全活用の活動や研究／総額650万円）問合せ：電０３-３８１３-８８０６

· 電気通信普及財団「福祉、文化事業援助」（受付：５月１日～31日／対象：平成12年10月以降の事業）問合せ：電０３―３５８０―３４８８　http://www.taf.or.jp
· キリン福祉財団｢社会福祉助成｣（受付:４月３日～５月31日／１件100万円／対象事業：障害者・高齢者による地域福祉ボランティア活動）問合せ：電０３-５５４０-３５２２

· ハウジングアンドコミュニティ財団「地域づくり活動助成2000。知恵のネットワーキング」（受付：4月１7日～5月22日／１件100万円）問合せ：電０３-３５８６-４８６９

· 女性のためのアジア平和国民基金「女性の人権に関する今日的問題に取り組むＮＧＯ活動支援」（受付：４月１日～28日／１件10～100万円）問合せ：電０３-３５８３-９３２２　http://www.awf.or.jp

助成財団センター：ｈｔｔｐ://ＷＷＷ.ｊｆｃ.ｏｒ.ｊｐ/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他のニュース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■三重県では、（文化圏としての）地域で、まちづくりをキーワードにした市民活動団体のネットワーク（協議体）づくりです。従来、連携のなかった団体がここ数年の間に一気につながりを深めたようです。この動きも大変注目される動きです。

■岐阜県でも県のセンター設置方針を受けて、認証ＮＰＯとまちづくり市民団体が県レベルのネットワークづくりとセンター運営方法などの協議を重ねています。地域でもネットワーク化が進んでいますが、昨年の「まちづくり交流フォーラム研究集会」がきっかけとか。

■愛知県で市民団体が中心になって、福祉領域で活動するＮＰＯや市民活動団体への「支援センター」づくりが検討されています。ＮＰＯ連絡会としても積極的に協力しています。知多地方に誕生した「地域福祉サポートちた」のような“地域の支援センター”に加えて、こういう“活動テーマ別サポートセンター”が誕生していくことは、ＮＰＯの発展にとって望ましい展開です。

■ＮＰＯ法人の誕生状況。4月7日現在。

全国、申請2247/認証1746/不認証7。東京535/386（前が受理数、後が認証）、以下神奈川147/113、大阪138/119、北海道105/81、福岡78/60、兵庫68/57、千葉64/53、静岡58/40、愛知57/50、三重53/38、経企庁179/135。岐阜18/11

　　　　　　３・12ＮＰＯ経営セミナーⅡ「事業報告書・税務」学習会　報告　　　　　　
講師に加藤隆志(愛知県)、加藤歌子(税理士)、竹内俊就(事務局)各氏／参加：100名。

当日の資料、若干残部あり。必要な方お送りします。／質問は、ＮＰＯ連絡会、又は、直接講師の方へお聞き下さい。

· 以下、お話の大事なポイント。
· 加藤隆志さん。ＴＥＬ：０５２－９６１－２１１１（内）　　　　　　　　　

1 事業年度終了時期にＮＰＯが行うべき作業、及び作成する書類。（注：各書類の様式・モデルを配布し説明）

・ＮＰＯ法によれば、年初の３月以内に、事業報告書／収支計算書／貸借対照表／財産目録／役員名簿／報酬を受けた役員の氏名・住所を記載したもの／社員のうち10人以上の者の名簿を作成し、事務所に備置き、所轄庁に提出する。しかし、「どういうものか」の指定は無い。ＮＰＯの自由だが、閲覧される。愛知県では、冊子にまとめ各市町村へ送付する。ＮＰＯ法人にとっては活動宣伝になる。しっかり作成を。今日は、「この程度書けば十分」と思われる水準を示す。

②その他、定款の変更、役員の異動などがあった場合の届を所轄庁に出す。定款変更の場合、認証が必要な事柄を確認すること。

③事業報告書について、「実行したことは全て書く。正確に書く」ことが必要。

・総会、理事会等の会議開催について、開催日時・議事内容を含めて記載するのが常識。

・（間違いがあっても）報告書はそのまま受け取る。計算違い･表記違いなどには関知しない。⇒違法な箇所は受理後、法に基づき監督措置を講ずる。⇒すなわち、自己責任でやって頂く。

・事業報告書は、愛知県の場合、設立時の事業計画書を原型とし各項目を「結果」で入替えると考えれば作成は困難ではない。

4 会計報告書は、区分会計に基づいて作成すること。

・収支計算書は、予算と決算を対比し差額も記載する形が本来である。

・会計の視点から見ると、法では規定していないが、「正味財産の増減」がわかる書類（記述）が要る。

⑤「（物事を）人聞き・また聞き」で処理せず、責任ある部署・役所や専門家に確認して処理して欲しい。

· 加藤歌子さん：「税務処理」について。ＴＥＬ：０５２―２６３－４０１５

1 税務処理にあたって、「課税対象となる（税法上の33業種の）収益事業」をしていれば、「収益」がなく税額はゼロでも申告は必要。法人県・市民税の「均等割分」を納める必要もある。収益事業をしていなければ申告も必要無い。何が収益事業か正確な判断が必要。

2 会費・寄付金・助成金は、原則、「収益」にはあたらないが、助成金は「収益事業」が対象だと課税になる。寄付金もケース（実態）によっては対象となりうる。一つ一つ具体的な点検が必要。これは税理士、会計士、税務署など専門家に聞くことが必要。

3 ＮＰＯの場合、多様な「労働（支払）形態」がある。それによって、社会保険や源泉徴収の扱いが違う。以下、一覧表で示す。これも、具体的なケース毎に正確な判断が必要。

・労基法・最賃法の対象とならないが、源泉徴収の対象となるケースに留意。

・「“謝金”扱いなら源泉徴収は要らない」という話があるが、「菓子折程度」に見合うケースは該当するが、「多額」or「定期的」or「労働報酬的」なケースは対象となる。

・労基法の対象外の方には、「ボランティア保険」などの考慮が欲しい。

4 ＮＰＯが行う介護保険法による事業に関する「（優遇）税制措置」について、宮澤大蔵大臣が「速やかに検討」と国会で答弁。消費税の扱いも含め、注目しておいて欲しい。

労働(報酬)のあり方と各種保険・源泉徴収との関係

	
	
仕事の分類
	雇用保険
	労災保険
	健康保険
	厚生年金
	源泉徴収

	労基法上の雇用
	常時雇用
	
	対象
	対象
	対象
	対象
	対象

	
	臨時雇用Ａ
	常用の３／４以上、

１３０万円以上
	対象
	対象
	対象
	対象
	対象

	
	臨時雇用Ｂ
	２０～３０時間／週、

９０万円以上、１年以上
	対象
	対象
	
	
	対象

	
	臨時雇用Ｃ
	Ｂ以下～有償ボランティア
	
	対象
	
	
	対象

	労基法の対象外
	有償ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
	実費＋低額の報酬・謝礼
	
	
	
	
	対象

	
	無償ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
	交通費等 実費支給のみ
	
	
	
	
	



注意①　雇用(労働)とは


従属的関係の成立。指示を受けて仕事をする。


注意②　報酬とは



定期的及び労働に見合う支払いの場合は、名目や金額の多寡にかかわらず、報酬となる。

●竹内俊就さん：「会計ソフト」について

1 ソフトを選ぶ基準について、使用目的を明確に／担当者が使いやすいこと／継続して使えそうなこと／必要な書類（情報）が出せること／担当者で加工できること／など。「市販の企業会計（４万円～）、公益法人会計（20万円～）」「さわやかさんⅢ（6000円+月額3000円）」「公益一番forＮＰＯ（39800円）」などを試した。

2 ＮＰＯ会計の特徴は、「複雑な区分会計」。これが出来るソフトは見当たらなかった。そのうち開発されると思うが、従って、現在は、担当者の判断で「手ごろなもの」を選択すること。市販では「公益一番」で良さそう。また、竹内が作ったＥＸＣＥＬで動くソフトがある。定価1000円。試しに、どうぞ。　

連絡先：TEL０５６２‐３３‐１６３１／ＦＡＸ０５６２-３３-１７４３

お願い：このニュースは、Ｅメールでも送信しています。お持ちの方は、アドレスをメールにて右記へご連絡下さい。　⇒　Ｅｍａｉｌ：ＶＥＣ02315＠nifty.ne.jp　　　　　　　　　　　　　　以上
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